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ユーザ企業におけるIT人材、セキュリティ人材の不足
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• ユーザ企業のIT人材の“量”に対する過不足感の割合
は、「大幅に不足している」についての上昇幅は小さく
なっているものの、年々高くなる傾向が続いている状況
（2018年で31.1%）。

出典：独立行政法人情報処理推進機構 「IT人材白書2019」（2019年5月24日）より
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• 国内のセキュリティ人材の不足は、いわゆるユーザ企業（事業部門
及び管理部門）において顕著。

出典：一般社団法人 日本サイバーセキュリティ・イノベーション委員会 「セキュリティ人材不足の真実と今なすべき対策とは」（2019年２月18日）より

セキュリティ人材の不足



大企業の状況
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 売上規模別でみると、売上の高い企業ほど、経営幹部のセキュリティへの関与の度合いが高い。また、業種別では、金融業が最も関与
の度合いが高く、約８割の企業でセキュリティ対策の重要性が経営会議等で審議・報告されている。

 経団連が、2018年３月に「経団連サイバーセキュリティ宣言」を公表しているほか、経営層を対象としたトップセミナーを開催するなど、
サイバーセキュリティ対策の推進に向けた積極的な取組が進められている。

<経団連サイバーセキュリティ経営宣言>
（2018年3月、日本経済団体連合会）

＜経営幹部の情報セキュリティへの関与度合い（売上高別）＞

＜経営幹部の情報セキュリティへの関与度合い（業種別）＞

（出典）企業IT動向調査報告書 2016（一般社団法人 日本情報システム・ユーザー協会）

（出典）企業IT動向調査報告書 2018（一般社団法人 日本情報システム・ユーザー協会）



中小企業の状況

4

 中小企業では、特に規模の小さい企業ほど、情報漏えい等への対応方法が規定されていない状況。また、
サイバーセキュリティに関する専門部署や担当者が置かれていない場合も多い。

 社内でのサイバーセキュリティ教育についても、「特に実施していない」との企業が全体の約６割を占める。

＜情報漏えい等への対応方法に関する規定の有無＞

＜情報セキュリティ対策に係る専門部署または担当者の有無＞

（出典）IPA 2016年度中小企業における情報セキュリティ対策に関する実態調査報告書（2017年3月30日）より

＜社内での情報セキュリティ教育の状況＞
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